
様式 １　公表されるべき事項

産業技術総合研究所の役職員の報酬・給与等について（令和７年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

別 添

当法人は、旧通商産業省工業技術院の研究所等を統合・再編し、我が国における最大級の公
的研究機関として平成１３年４月に発足し、経済産業省における産業技術・イノベーション政
策の中核的実施機関として、鉱工業の科学技術に関する研究開発等の業務を総合的に行う国立
研究開発法人である。

役員報酬の支給水準を検討するに当たっては、国家公務員の給与水準及び類似する企業規模
のデータを参考にしつつ、「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）に
基づく、各府省の事務次官の給与の範囲内とされたい旨の主務大臣からの要請にも鑑み、法人
の長の報酬月額にあっては、事務次官の俸給である給与法指定職俸給表8号俸の範囲内、その他
の役員にあっては、法人の長を補佐し、組織の業務を掌理するという点から、指定職の給与水
準を参考とした。

〇国家公務員（指定職）の年間報酬額：指定職8号俸（事務次官） 約2,520万円

〇3,000人以上の企業規模の役員報酬額：社長 約8,603万円（令和5年度公表の令和4年民間企業
における役員報酬（給与）調査（人事院））

当法人においては、役員報酬の業績反映額（年俸の一部）において業績を反映する。
理事長の業績反映額は、経済産業大臣の業績評価を踏まえて、次の算定式により決定する。

業績反映額＝月例支給額×3.025×（以下に定める当該年度の評価結果に即した割合）
経済産業大臣の業績評価 割合

S評価 100分の150以内
A評価 100分の125以内
B評価 100分の100以内
C評価 100分の80以内
D評価 100分の50以内

その他の役員の業績反映額は、経済産業大臣の業績評価及び役員としての業務に対する貢献
度を総合的に勘案し、前項を準用して理事長が決定する。

令和７年度の業績反映額は、次の算定式により決定した。

業績反映額＝月例支給額×3.025又は3.2×経済産業大臣の業績評価及び業務に対する貢献度等
を総合的に勘案し、0/100～150/100の範囲内で理事長が決定した割合



法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和７年度における改定内容

常勤役員報酬支給基準は、年俸、通勤手当、単身赴任手当で構成されている。
年俸は、月例支給額、職責手当、季例支給額及び業績反映額から構成され、

産総研役員給与規程に則り、月例支給額（1,224,000円）に職責手当（306,000
円）を加え毎月支給し、季例支給額は６月（(月例支給額＋職責手
当)×0.6875）と12月（(月例支給額＋職責手当)×0.6875）に支給している。
業績反映額（月例支給額×3.025×業績評価を反映した割合(0/100～

150/100)）は、経済産業大臣から業績評価の通知を受けた日から１ヶ月以内に
支給している。

なお、令和７年度においては、国家公務員の指定職の俸給表等の改定を踏ま
え給与改定（月例支給額、業績反映額の引き上げ）を行った。

常勤役員報酬支給基準は、年俸、通勤手当、単身赴任手当で構成されている。
年俸は、月例支給額、職責手当、季例支給額及び業績反映額から構成され、

産総研役員給与規程に則り、月例支給額（933,000円）に職責手当（233,250
円）を加え毎月支給し、季例支給額は６月（(月例支給額＋職責手当)×0.6875
又は0.6）と12月（(月例支給額＋職責手当)×0.6875又は0.6）に支給している。
業績反映額（月例支給額×3.025又は3.2×業績評価及び業務に対する貢献度等
を総合的に勘案し、理事長が決定した割合(0/100～150/100)）は、経済産業大
臣から業績評価の通知を受けた日から１ヶ月以内に支給している。

なお、令和７年度においては、国家公務員の指定職の俸給表等の改定を踏ま
え給与改定（月例支給額、業績反映額の引き上げ）を行った。

非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当、通勤手当、単身赴任手当で構
成されている。
産総研役員給与規程に則り、非常勤役員手当は月額260,000円を支給している。

なお、令和７年度においては、他の役員の報酬見直しを踏まえ非常勤役員手
当の引き上げを行った。

常勤役員報酬支給基準は、年俸、通勤手当、単身赴任手当で構成されている。
年俸は、月例支給額、職責手当、季例支給額及び業績反映額から構成され、

産総研役員給与規程に則り、月例支給額（736,000円）に職責手当（184,000
円）を加え毎月支給し、季例支給額は６月（(月例支給額＋職責手
当)×0.6875）と12月（(月例支給額＋職責手当)×0.6875）に支給している。
業績反映額（月例支給額×3.025×業績評価及び業務に対する貢献度等を総

合的に勘案し、理事長が決定した割合(0/100～150/100)）は、経済産業大臣か
ら業績評価の通知を受けた日から１ヶ月以内に支給している。

なお、令和７年度においては、国家公務員の指定職の俸給表等の改定を踏ま
え給与改定（月例支給額、業績反映額の引き上げ）を行った。

非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当、通勤手当、単身赴任手当で構
成されている。
産総研役員給与規程に則り、非常勤役員手当は月額250,000円を支給している。



２　役員の報酬等の支給状況
令和７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

25,312 18,360 6,952 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

3,759 0 3,759 0
（　　　　）

令和7年3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

18,097 15,090 3,007 0
（　　　　）

令和7年4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

21,133 13,995 6,438 700
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

6,932 3,498 3,433 0
（　　　　）

令和7年6月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

11,927 10,496 1,296 134
（通勤手当）

令和7年7月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

18,748 13,995 4,729 24
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

3,120 3,120 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

3,120 3,120 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,340 2,340 0 0
（　　　　）

令和7年7月1日

千円 千円 千円 千円

2,994 750 2,295 0
（通勤手当）

令和7年6月30日

千円 千円 千円 千円

5,406 2,685 2,648 72
（通勤手当）

令和7年6月30日 ※

千円 千円 千円 千円

10,064 8,280 1,579 205
（通勤手当）

令和7年7月1日 ※

千円 千円 千円 千円

2,250 2,250 0 0
（　　　　）

令和7年7月1日

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

就任・退任の状況
前職

その他（内容）

法人の長

役名

D理事

E理事
（非常勤）

B副理事長

A副理事長

A理事

B理事

C理事

D監事
（非常勤）

F理事
（非常勤）

G理事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

B監事

C監事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

産総研は、約2,300名の常勤研究職員（うち、外国籍：40ヶ国、約170名）、
約5,900名の外来研究員、その他管理部門等の職員を含め、合計１万人規模とな
る、我が国最大級の公的研究機関である。

当法人は、鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を総合的に行い、
基盤的研究から実用化研究まで一体的かつ連続的に、広範な分野において取り
組んでいる。さらに、産業技術政策の中核的実施機関として、「社会課題解決
と産業競争力強化」の実現に向けて日本全体のイノベーション・エコシステム
の中核としての役割も担っており、理事長はこれらの業務を総理するにふさわ
しい知識と経験を有することが必要である。

法人の長の報酬は、独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決
定）による要請を継続して踏襲し、事務次官の給与の範囲内としている。
以上の理由により、当法人の理事長の報酬水準は妥当と判断している。

理事長の職務代行を行う職責の副理事長にあっては、我が国最大級の公的研

究機関の業務を総理する理事長を補佐して研究所の業務を掌理するとともに、

研究全体の責任者として研究開発責任者の任にあたっている。また、その他の

理事にあっては、理事長及び副理事長を補佐して研究所の業務を掌理するとと

もに、理事の中から組織運営の責任者として運営統括責任者の任にあたる理事

を配置している。
理事の報酬については、国家公務員（指定職）の給与水準を参考としており、

他法人の理事との比較、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬と比較し
ても、その報酬水準については妥当と判断している。

理事（非常勤）の報酬は、常勤理事の月例支給額を踏まえた上で、勤務形態
等を考慮し、月額26万円としている。

他の国立研究開発法人等の理事（非常勤）と比較しても、報酬水準としては
妥当と判断している。

法人の監事は、研究所の業務を監査することにより、研究所の健全な業務運
営を確保し、社会的信頼に応える良質な研究所の統治体制の確立に資する責務
を負っており、報酬については、国家公務員（指定職）の給与水準を参考とし
ている。
以上の理由により、当法人の監事の報酬水準は妥当と判断している。

監事（非常勤）の報酬は、常勤監事の月例支給額を踏まえた上で、勤務形態
等を考慮し、月額25万円としている。

他の国立研究開発法人等の監事（非常勤）と比較しても、報酬水準としては
妥当と判断しているが、産総研の監事業務の多様化・高度化を踏まえ、適切な
給与水準となるよう対応してまいりたい。

産総研は、鉱工業の科学技術の研究開発における研究テーマについて、基盤
的なものから実用的なものまで広範な分野において取り組んでおり、理事長は
業務を遂行する高いマネージメント能力や幅広い知見、理事は理事長を補佐し
て研究所の業務を掌理、監事は研究所の健全な業務運営を確保する等が求めら
れ、それに見合った適切な処遇が必要である。

また、役員報酬は、経済産業大臣の業績評価が反映される制度となっており、
適正であると認める。

産総研においては、報酬等の支払いの基準について、国家公務員・民間企業
の報酬・給与等を考慮するなど、適正確保に向けた取組を行っており、経済産
業省としてもそうした取組を促しつつ、支払水準の適正性について注視してい
く。



４　役員の退職手当の支給状況（令和７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

10,308 8 0 1.1 ※

千円 年 月

4,091 4 9 1.0

千円 年 月

3,371 5 0 1.0 ※

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人での在職期間

法人の長

副理事長

退職年月日

令和7年3月31日

監事
当該監事が在職した期間に係る研究所の年度実績評価及び、当該監事の任期中の個人の業績の評価に基づき、当該監事の業績勘案率に

ついては、経済産業大臣によって1.0と決定された。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

判断理由

法人の長 －

副理事長
当該副理事長が在職した期間に係る研究所の年度実績評価及び、当該副理事長の任期中の個人の業績の評価に基づき、当該副理事長

の業績勘案率については、経済産業大臣によって1.1と決定された。

監事A

監事B

令和7年3月31日

令和7年6月30日

当法人においては、役員報酬の業績反映額（年俸の一部）において業績を反映する。

理事長の業績反映額は、経済産業大臣の業績評価を踏まえて、次の算定式により決定する。
業績反映額＝月例支給額×3.025又は3.2×（以下に定める当該年度の評価結果に即した割合）

経済産業大臣の業績評価 割合
S評価 100分の150以内
A評価 100分の125以内
B評価 100分の100以内
C評価 100分の80以内
D評価 100分の50以内

その他の役員の業績反映額は、経済産業大臣の業績評価及び役員としての業務に対する貢献度を
総合的に勘案し、理事長が決定する。

上記のとおり、業績給の仕組みは導入済みであり、今後も社会一般の情勢等を踏まえ継続してい
く。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人は、旧通商産業省工業技術院の研究所等を統合・再編し、我が国における最大級
の公的研究機関として平成13年４月に発足し、経済産業省における産業技術・イノベー
ション政策の中核的実施機関として、鉱工業の科学技術に関する研究開発等の業務を総合
的に行う国立研究開発法人である。当法人職員の給与水準を検討するにあたっては、独立
行政法人通則法第50条の10を基本として、国家公務員の給与水準を参考とした。

なお、支給実績より当法人の令和7年度の平均年間給与額は、事務職7,435千円、研究職
10,070千円である。

○国家公務員の平均年間給与額・・・行政職俸給表（一）7,143千円、研究職約9,721千円
(推定)
※行政職俸給表（一）は、給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント（令和７年８月）を
参考
※研究職は、給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント（令和７年８月）及び令和７年国
家公務員給与等実態調査を参考に算出

産業技術総合研究所職員給与規程に則り、職員俸給、諸手当（職責手当、扶養手当、超
過勤務手当、住居手当、テレワーク手当、通勤手当、寒冷地手当、単身赴任手当、資格手
当、極地観測手当及び連携研究手当）、賞与（業績手当及び期末手当）、並びに報奨金
（民間資金報奨金）としている。

令和７年度は、令和７年人事院勧告に基づき、①職員等の俸給表を国家公務員の俸給表に
準じて引上げ（平均改定率3.3％程度）、②職員等の期末及び業績手当の支給割合を国家公
務員の期末及び勤勉手当の支給割合に準じて引上げ（支給月数0.05月分）を実施した。

毎年度行う「業績評価（目標設定管理型）」と「能力評価」からなる個人評価制度によ
り、業績及び能力について評価を実施する。業績評価の結果は、次年度の賞与の一部であ
る業績手当に反映し、能力評価の結果は、昇格、人員配置により俸給等に反映される。

（参考）個人評価制度について
個人評価制度は、職員の意欲向上と、目標設定を通じた職員間の意思疎通を図るととも

に、職員が課題を認識することによって、組織全体のパフォーマンスの向上を図ることを
目的として設定している。



２　職員給与の支給状況等

　①　常勤職員の数

注：常勤の在外職員、任期付職員及び再雇用職員（再任用職員）を含む全ての常勤職員の総数

　②　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

2020 47.1 9,560 6,941 124 2,619
人 歳 千円 千円 千円 千円

486 45.3 7,562 5,448 127 2,114
人 歳 千円 千円 千円 千円

1534 48.1 10,193 7,414 123 2,779
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

1333 55 3,663 3,654 92 9
人 歳 千円 千円 千円 千円

1148 54.8 3,313 3,304 90 9
人 歳 千円 千円 千円 千円

181 55.8 5,900 5,888 109 12
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 53.8 3,079 3,079 48 0

注1：常勤職員については、任期付職員を除く。

注2：「その他の医療職種」の業務内容は看護師である。
注3：「常勤職員」の「その他の医療職種」については、該当者が2人以下であり、
当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、区分以外は記載していない。

区分

その他医療職種

常勤職員

うち賞与平均年齢

研究職種

全常勤職員（令和８年４月１日時点）：　3,225人

事務・技術

うち所定内

うち同一の職種等により通年で給与が支給された職員（対象常勤職員）：　2,021人

令和７年度の年間給与額（平均）

総額
人員

その他医療職種

非常勤職員

研究職種

事務・技術



③

注１：②の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：該当の職種において任期付職員及び年俸制適用職員が在籍する場合は、その取扱いを記載する。

④

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

161 47.8 8,578

224 39.5 5,552

（研究職員）

平均
人 歳 千円

282 48.0 10,865

579 45.6 9,000

148 32.3 6,509 7,578～5,060

　代表的職位
　　・グループ長・室長代理

年間給与額

最高～最低
千円

14,413～6,882

11,118～6,706

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢

　代表的職位
　　・主任研究員（ﾘｰﾀﾞｰｸﾗｽ）

　　・主任研究員

　　・研究員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔任期付職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均年齢人員
最高～最低

8,286～3,969

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグルー
プ

千円

年間給与額

11,566～6,295

　　・職員

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額
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⑤

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

47.4 47.9 47.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 52.6 52.1 52.4

％ ％ ％

         最高～最低 　76.9～39.5　 　76.9～38.4　 　76.9～39.3　

％ ％ ％

54.7 55.2 55

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.3 44.8 45

％ ％ ％

         最高～最低 　63.9～36.4　 　63.8～36　 　63.8～36.3　

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

40.1 39.7 39.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 59.9 60.3 60.1

％ ％ ％

         最高～最低 　76.9～30.4　 　80.1～30.4　 　78.7～30.4　

％ ％ ％

53.1 52.9 53

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.9 47.1 47

％ ％ ％

         最高～最低 　72～30　　 　70.5～30　 　71.2～30　

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 98.4

・年齢・地域勘案 99.7

・年齢・学歴勘案 99.8

・年齢・地域・学歴勘案 100.4

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【多様かつ高度な業務に対応するための戦略的人材確保】
産総研はこれまで、財政上の手続き等に係る定量的業務の合理化を図りつ
つ、業務運営の効率化に努めてきた。一方で、第６期においては、研究成果
の社会実装の加速や国の産業技術政策の中核的実施機関としての役割をよ
り一層強化するため、組織再編や戦略的人材配置の推進に取り組んでいる。
また、G-QuATや実装研究センターをはじめとした重点分野の強化に向けて、
再配置と採用を組み合わせた人材確保を進めるとともに、企業連携・標準化・
事業化等の高度な業務に対応できる専門人材の確保を図っている。
さらに、タレントマネジメントの推進により、職員の能力・スキルの可視化と適材
適所の配置を進めるなど、戦略的な人材育成・評価・配置の一体的運用に取
り組んでいる。
このように、多様かつ高度な業務に対応するため、引き続き質の高い優秀な
人材の採用・育成を行っており、国家公務員における事務・技術職員（経験年
数1年未満）の大学卒割合が過去5年平均で73.5％であるのに対し、産総研の
新規新卒採用者の大学卒割合は過去5年間100％を維持している。また、その
うち修士課程修了者の割合は過去5年平均で40.5％となっており、優秀な人
材の確保が進んでいる。
加えて、若年層の採用については、新卒採用者を中心として実施しており、令
和７年度は36人と、令和６年度の16人から増加している。このように若年層（新
卒）採用の拡大により、組織の活性化および将来の研究・事業推進を担う人材
基盤の強化が図られている。
事務系職員の初任給水準については、国家公務員及び民間と概ね同水準を
維持している。

産総研新卒採用者の大学卒、大学院卒の採用比率の推移
　　　　　　　　　採用人数　　　大学卒比　　　うち院卒　　　比率
令和 ３年　　　24人　　　　　　100％　　　　 14人　　　　 　 58.3％
令和 ４年　　　19人　　　　　　100％　　　　  6人　        　 31.6％
令和 ５年　　　20人　　　　　　100％　　　　  4人　　　　　　20.0％
令和 ６年　　　16人　　　　　　100％　　　　  9人　　　　　　56.3％
令和 ７年　　　36人　　　　　　100％　　　　 13人　　　　　　36.1％
                             〈平均　100％〉　　　　　　　 　〈平均　40.5％〉

国家公務員の行政職（一）の経験年数1年未満の者のうち大学卒の占める割
合
            　　　大卒比率
令和 ３年　　　74.7％　（院卒含む）
令和 ４年　　　72.7％　（院卒含む）
令和 ５年　　　74.3％　（院卒含む）
令和 ６年　　　72.9％　（院卒含む）
令和 ７年　　　72.7％　（院卒含む）
  　　　〈平均　73.5％〉
（※）国家公務員給与等実態調査より

事務系職員の大卒者及び修士課程修了者の初任給
　　　　　　　　　　　　　　大卒者　　　　　　　　　　 　修士課程修了者
　　　　　　　　　　　　　　初任給　　　　　　　　　　　　　 初任給
産総研 　                 248,600円　　 　                 259,600円
国家公務員(Ⅰ種)     242,000円(２級１号俸)　       255,600円(２級11号俸)
民間（※）　　　          239,029円　　 　　　　          273,050円
（※）令和７年職種別民間給与等実態調査より
　　　　（職員数500人以上の企業の平均初任給）



　給与水準の妥当性の
　検証

【大学卒以上の割合】（事務・技術職）
54.9％（486名中267名）

【国からの財政支出について】（産総研全体）
収入総額に占める国からの財政支出の割合　83.82％
（国からの財政支出額　227,491百万円、収入総額　271,392百万円：令和7年
度予算）
※国からの財政支出額については民間・独法・財団等からの支出は含まれて
いない。

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　20.61％】（産総研全体）
（支出総額　145,953百万円、給与・報酬等支給総額　30,077百万円：令和7年
度決算）

（法人の検証結果）
産総研は、基礎的な研究や民間では実施が困難な事業を担っており、これら
の役割を適切に果たすためには、国の財政支出についても一定の規模が必
要となる。一方で、高度な研究成果を創出し、その社会実装を着実に進める
観点から、株式会社AIST Solutions（100％出資子会社）と一体となり、共同研
究等を通じた民間資金の獲得を推進し、収入構造の多様化にも取り組んでい
る。
また、第６期においては、G-QuATや実装研究センター等の重点分野の強化
に向け、再配置と新規採用を組み合わせた戦略的人材確保を進めている。こ
れらの分野では、多様かつ高度な業務に対応できる専門性の高い人材が不
可欠であり、とりわけ優秀な学生を安定的に確保する必要がある。
このため、一定の競争力を有する給与水準を確保することが求められるが、同
時に、職員の成果や貢献度に応じた適正な評価を行い、処遇にメリハリを付け
ることで、全体としての給与水準の適正化を図っている。
職員構成を見ると、大学卒以上の割合は54.9（51.1）％となっており、特に35歳
以下の若手職員においてその比率が高まっている（35歳以下111（102）名中
109（100）名が大学卒以上〔98.2（98）％〕、うち39（35）名が大学院卒〔35.1
（34.3）％〕）。さらに、平成17年度の非公務員化以降、国家総合職相当の職員
の採用割合が増加し、新卒採用における大学卒以上の割合は100％となって
いるなど、高度人材の確保が進展している。
以上を踏まえると、産総研の給与水準は、多様かつ高度な業務への対応およ
び優秀な人材確保の必要性等を勘案した結果であり、全体として妥当な水準
であると認められる。

（主務大臣の検証結果）
産総研では、事務・技術職員であっても、高度な研究成果について民間企業
等への技術移転を図るべく、産業技術政策の中核的実施機関として、「社会
課題解決と産業競争力強化」の実現に向けて日本全体のイノベーション・エコ
システムの中核としての役割に資する人材及び産学官連携や知的財産等の
高度な業務に対応するための専門的知識を持った有為な人材が必要である。
そのため一定程度以上の給与水準が必要なところであるが、職員の成果や貢
献度に応じて適正な評価を行うなどにより、適当な給与水準を保っている。
引き続き、高度な業務に対応できる専門的知識を持った有為な人材確保の必
要性を踏まえつつ、社会一般の情勢への適応も考慮したうえで、給与水準の
動向について注視していく。

講ずる措置
産総研の給与水準は適切であると認識しており、引き続き、国家公務員に準じ
た給与改定を行い、適切な給与水準の維持に取り組む。



研究職員

・年齢勘案 104.7

・年齢・地域勘案 103.5

・年齢・学歴勘案 104.6

・年齢・地域・学歴勘案 103.2

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【優秀な人材の確保】
　産総研は、産業技術政策の中核的実施機関として、「社会課題解決と産業
技術競争力強化」の実現に向けて日本全体のイノベーション・エコシステムの
中核としての役割を果たすことを目的としている。また、地域活性化の中核とし
ての機能強化のため、地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発を推
進している。
　この目的を達成するためには、最先端の研究を行い、国際競争に勝つため
の民間企業と同様の高いレベルで研究開発を推進し成果を生み出すことので
きる優秀な人材を確保しなければならない。

　産総研は、令和7年度新規採用職員151名うち151名が大学院卒（比率
100％）、123名が博士課程修了者（比率81％）であるとともに、産総研の研究
職員の修士・博士課程修了者の比率は96.6％（1,534名中1,482名）となってお
り、国家公務員の研究職における比率（令和7年国家公務員給与等実態調査
81.6％）に比べて高い。

　このように、高い専門性を有し、産総研の研究力向上に資する研究者を確保
するためには、研究職の労働市場を踏まえた給与水準を考慮する必要があ
る。そのことが給与水準を高める一因となっていると考えられるが、産総研の博
士課程修了者の初任給は、国家公務員、民間とほぼ同じ水準である。

研究職の修士課程修了者の初任給
　　　　　　　　　　　初任給
産総研　　　　　　 263,900円
国家公務員　　　 273,200円（2級13号俸）
民間（※）           280,588円
（※）出所　令和7年職種別民間給与等実態調査から
　　　（職員500人以上の企業の平均初任給）

研究職の博士課程修了者の初任給
　　　　　　　　　　　初任給
産総研　　　　　　 316,000円
国家公務員　　　 313,000円（2級33号俸）
民間（※）           300,534円
（※）出所　令和7年職種別民間給与等実態調査から
　　　（職員500人以上の企業の平均初任給）

項目 内容



【大学院卒以上の割合】（研究職）
96.6％（1,534名中1,482名）

【国からの財政支出について】（産総研全体）
収入総額に占める国からの財政支出の割合　83.82％
（国からの財政支出額　227,491百万円、収入総額　271,392百万円：令和7年
度予算）
※国からの財政支出額については民間・独法・財団等からの支出は含まれて
いない。

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　20.61％】（産総研全体）
（支出総額　145,953百万円、給与・報酬等支給総額　30,077百万円：令和7年
度決算）

（法人の検証結果）
産総研は基礎的な研究や民間では行うことができない事業を行っているた
め、国の財政支出の規模は相応の規模にならざるを得ない。
一方で最先端の研究を行い、国際競争に勝つための民間企業と同様の高い
レベルで研究開発を推進し成果を生み出すことのできる優秀な人材を確保し
なければならないため、研究職の労働市場を踏まえた給与水準を考慮する必
要がある。そのことが給与水準を高める一因となっている。
なお、職員の成果や貢献度に応じた評価を行いつつ、引き続き、適切な給与
水準となるよう、制度運営を図っていく。

高いレベルの研究成果を生み出すために大学院卒の研究者を採用してい
る。修士・博士修了者の割合は、産総研においては96.6％（1,534名中1,482
名）となっており、国家公務員の研究職における81.6％と比べて高い。

（主務大臣の検証結果）
産総研の給与水準は、国と比べて4.7ポイント高くなっている（前年度より0.6ポ
イント上昇）ものの、最先端の研究を行い、高いレベルで研究開発を推進し成
果を生み出すためには、高い専門性を有し、産総研の研究力向上に資する
研究者が必要であり、現在の給与水準は適切である。　引き続き、高度な業務
に対応できる専門的知識を持った有為な人材確保の必要性を踏まえつつ、社
会一般の情勢への適応も考慮したうえで、給与水準の動向について注視して
いく。

講ずる措置
　産総研の給与水準は適切であると認識しており、引き続き、国家公務員に準
じた給与改定を行い、適切な給与水準の維持に取り組む。

　給与水準の妥当性の
　検証



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

○２２歳（大学初任給）

月額：267,400円 年間給与：4,533,000円

○３５歳（室長代理）

月額：435,600円 年間給与：7,468,000円

○５０歳（室長）

月額：550,300円 年間給与：10,244,000円

※扶養親族がいる場合には、

扶養手当（配偶者3,000円、子一人につき月11,500円）を支給

毎年度「業績評価（目標設定管理型）」を実施する。業績評価の結果は、次年
度の賞与の一部である業績手当に反映される。

上記のとおり、業績給の仕組みは導入済みであり、今後も社会一般の情勢等を
踏まえ継続していく。



Ⅲ　総人件費について

(前々々年度)
令和3年度

(前々年度)
令和4年度

(前年度)
令和5年度

( 当年度)
令和6年度

( 当年度)
令和7年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

5,219,8945,246,764

10,211,904 10,746,939 11,361,422

27,247,329

2,749,601 3,086,852 805,107

26,571,74326,738,523

47,962,603 -746,063

非常勤役職員等給与

97%12,160,882 11,780,908 -379,974

福利厚生費

106%4,983,095 5,262,103 279,008

45,455,598 45,792,208 43,969,683

5,231,411

28,708,961

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

区　　分
前年度と当年度の

比較増△減

給与、報酬等支給総額

105%30,077,665 1,368,704

退職手当支給額

29%2,855,728 841,927 -2,013,801

最広義人件費

98%48,708,666

特になし

令和５年4月から、職員の定年を２年に1歳ずつ段階的に65歳に引上げ（令和13

年度に65歳で完成）、研究・事務に関わらず、60歳を役職定年とする制度を導入。

役職定年後の給与については、俸給額を従前の俸給表の７割水準となる新俸給

表による額とし、職責手当については従前の７割水準を上限とする職務に応じた

額とする。なお、各種手当については従前どおりとする。

令和７年度においては、総人件費が、前年度より746百万円減少（令和６年
度：48,708百万円、令和７年度：47,962百万円）している。これは令和５年４月
１日から産総研において職員の定年を引き上げを行ったことに伴い、令和５年度
に定年退職予定であった者が令和６年度末に定年退職となったため、令和7年度
の定年退職者数が0人（令和６年度：89名、令和７年度：0名）となったことによ
る退職手当支給額の大幅な減少が主な要因である。
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